
第１５４回国会閣第８８号に対する修正案

第１５６回国会衆議院武力攻撃事態への対処に関する特別委員会可決

　　　武力攻撃事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する

法律案に対する修正案

　武力攻撃事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律

案の一部を次のように修正する。

　題名中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改める。

　目次中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に、「第二十三条」を「第二十四条」に、

「第二十四条」を「第二十五条」に改める。

　第一条中「武力攻撃事態への対処について」を「武力攻撃事態等（武力攻撃事態及び武

力攻撃予測事態をいう。以下同じ。）への対処について」に、「武力攻撃事態への対処

の」を「武力攻撃事態等への対処の」に、「併せて武力攻撃事態」を「併せて武力攻撃事

態等」に改める。

　第二条第二号を次のように改める。

　二　武力攻撃事態　武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫

していると認められるに至った事態をいう。

　第二条第六号イ中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改め、「終結させるため

に」の下に「その推移に応じて」を加え、同号ロ中「するために」の下に「武力攻撃事態

等の推移に応じて」を加え、同号を同条第七号とし、同条第三号から第五号までを一号ず

つ繰り下げ、同条第二号の次に次の一号を加える。

　三　武力攻撃予測事態　武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が

予測されるに至った事態をいう。

　第三条の見出し中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改め、同条第一項中「武力

攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改め、同条第二項中「事態が緊迫し、武力攻撃が予測

されるに至った事態」を「武力攻撃予測事態」に改め、同条第三項中「武力攻撃が発生し

た事態においては、武力攻撃」を「武力攻撃事態においては、武力攻撃の発生に備えると

ともに、武力攻撃が発生した場合には、これ」に、「この場合において」を「ただし、武

力攻撃が発生した場合においてこれを排除するに当たっては」に改め、同条第四項中「武

力攻撃事態への」を「武力攻撃事態等への」に、「場合は」を「場合にあっても」に、

「武力攻撃事態に」を「当該武力攻撃事態等に」に、「であり」を「に限られ」に改め、

同項に後段として次のように加える。

　　この場合において、日本国憲法第十四条、第十八条、第十九条、第二十一条その他の

基本的人権に関する規定は、最大限に尊重されなければならない。

　第三条第五項中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改め、同項を同条第六項とし、

同条第四項の次に次の一項を加える。



５　武力攻撃事態等においては、当該武力攻撃事態等及びこれへの対処に関する状況につ

いて、適時に、かつ、適切な方法で国民に明らかにされるようにしなければならない。

　第四条から第七条までの規定中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改める。

　第二章の章名を次のように改める。

　　　第二章　武力攻撃事態等への対処のための手続等

　第九条第一項中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改め、同条第二項第一号中

「の認定」を「であること又は武力攻撃予測事態であることの認定及び当該認定の前提と

なった事実」に改め、同項第二号中「武力攻撃事態」を「当該武力攻撃事態等」に改め、

同条第三項及び第四項中「対処基本方針」を「武力攻撃事態においては、対処基本方針」

に改め、同条第十四項を同条第十五項とし、同条第十三項中「認めるとき」の下に「又は

国会が対処措置を終了すべきことを議決したとき」を加え、同項を同条第十四項とし、同

条第十二項中「第五項から第八項まで及び第十項」を「第六項から第九項まで及び第十一

項」に、「第九項」を「第十項」に、「第六項、第八項及び第十項」を「第七項、第九項

及び第十一項」に改め、同項を同条第十三項とし、同条第十一項を同条第十二項とし、同

条第十項中「第六項」を「第七項」に改め、同項を同条第十一項とし、同条第九項を同条

第十項とし、同条第八項中「第六項」を「第七項」に改め、同項を同条第九項とし、同条

第七項中「第五項」を「第六項」に改め、同項を同条第八項とし、同条第六項を同条第七

項とし、同条第五項を同条第六項とし、同条第四項の次に次の一項を加える。

５　武力攻撃予測事態においては、対処基本方針には、第二項第三号に定める事項として、

次に掲げる内閣総理大臣の承認を行う場合はその旨を記載しなければならない。

　一　防衛庁長官が自衛隊法第七十条第一項又は第八項の規定に基づき発する同条第一項

第一号に定める防衛招集命令書による防衛招集命令（事態が緊迫し、同法第七十六条

第一項の規定による防衛出動命令が発せられることが予測される場合に係るものに限

る。）に関して同法第七十条第一項又は第八項の規定により内閣総理大臣が行う承認

　二　防衛庁長官が自衛隊法第七十五条の四第一項又は第六項の規定に基づき発する同条

第一項第一号に定める防衛招集命令書による防衛招集命令（事態が緊迫し、同法第七

十六条第一項の規定による防衛出動命令が発せられることが予測される場合に係るも

のに限る。）に関して同法第七十五条の四第一項又は第六項の規定により内閣総理大

臣が行う承認

　三　防衛庁長官が自衛隊法第七十七条の規定に基づき発する防衛出動待機命令に関して

同条の規定により内閣総理大臣が行う承認

　四　防衛庁長官が自衛隊法第七十七条の二の規定に基づき命ずる防御施設構築の措置に

関して同条の規定により内閣総理大臣が行う承認

　第十条第一項中「武力攻撃事態対策本部」を「武力攻撃事態等対策本部」に改める。

　第十一条第一項中「武力攻撃事態対策本部長」を「武力攻撃事態等対策本部長」に改め、

同条第三項中「武力攻撃事態対策副本部長」を「武力攻撃事態等対策副本部長」に、「武



力攻撃事態対策本部員」を「武力攻撃事態等対策本部員」に改める。

　第十三条第一項中「第二条第三号ロ」を「第二条第四号ロ」に改める。

　第三章の章名を次のように改める。

　　　第三章　武力攻撃事態等への対処に関する法制の整備

　第二十一条第一項及び第五項中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改める。

　第二十二条第二号中「武力攻撃事態」を「武力攻撃事態等」に改める。

　第二十三条第一項中「かつ計画的に」を「、計画的かつ速やかに」に改め、同条第二項

を削る。

　第二十四条中「、我が国を取り巻く諸情勢の変化を踏まえ」を削り、「武力攻撃事態」

を「武力攻撃事態等」に、「への対処を迅速かつ的確に実施するために必要な施策を講ず

る」を「に迅速かつ的確に対処する」に改め、同条に次の一項を加える。

２　政府は、前項の目的を達成するため、武装した不審船の出現、大規模なテロリズムの

発生等の我が国を取り巻く諸情勢の変化を踏まえ、次に掲げる措置その他の必要な施策

を速やかに講ずるものとする。

　一　情報の集約並びに事態の分析及び評価を行うための態勢の充実

　二　各種の事態に応じた対処方針の策定の準備

　三　警察、海上保安庁等と自衛隊の連携の強化

　第二十四条を第二十五条とし、第三章中第二十三条の次に次の一条を加える。

　（国民保護法制整備本部）

第二十四条　事態対処法制のうち第二十二条第一号に規定する措置に係る法制（次項にお

いて「国民の保護のための法制」という。）に関し広く国民の意見を求め、その整備を

迅速かつ集中的に推進するため、内閣に、国民保護法制整備本部（以下この条において

「整備本部」という。）を置く。

２　整備本部は、次に掲げる事務をつかさどる。

　一　国民の保護のための法制の整備に関する総合調整に関すること。

　二　国民の保護のための法制の整備のために必要な法律案及び政令案の立案に関するこ

と。

　三　国民の保護のための法制の整備に関する地方公共団体その他の関係団体及び関係機

関との連絡調整に関すること。

３　整備本部は、国民保護法制整備本部長及び国民保護法制整備本部員をもって組織する。

４　警備本部の長は、国民保護法制整備本部長（次項及び第七項において「整備本部長」

という。）とし、内閣官房長官をもって充てる。

５　整備本部長は、整備本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。

６　整備本部に、国民保護法制整備本部員（次項において「整備本部員」という。）を置

く。

７　整備本部員は、整備本部長以外のすべての国務大臣（内閣総理大臣を除く。）をもっ



て充てる。

８　整備本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長官補が

掌理する。

９　整備本部に係る事項については、内閣法にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。

10　この法律に定めるもののほか、整備本部に関し必要な事項は、政令で定める。

　附則に次のただし書を加える。

　　ただし、第十四条から第十六条までの規定は、別に法律で定める日から施行する。

　附則を附則第一項とし、附則に次の一項を加える。

２　政府は、国及び国民の安全に重大な影響を及ぼす緊急事態へのより迅速かつ的確な対

処に資する組織の在り方について検討を行うものとする。


